
                     

『(平成 25年制定) 官庁施設の総合耐震・対津波計画基準及び同解説 令和3年版』 

― 講 習 会 ご 案 内 ―    

 

 

趣  旨  

国土交通省大臣官房官庁営繕部において、国家機関の建築物の整備や保全指導等を効率的かつ的確に実施す

るにあたり、計画、設計、施工、保全等の各分野において、さまざまな技術基準が定められており、その一つに施設

整備の基本的性能に関する基本的な事項を定めた「官庁施設の総合耐震・対津波計画基準」があります。 

この基準は、官庁施設の地震災害及びその二次災害に対する安全性に関する基本的事項を定めた「官庁施設の

総合耐震計画基準」に、平成 23年 3月に発生した東日本大震災で顕著な被害を受けた津波への対策等を加える

とともに、名称が改められたものです。 

公共建築協会では、津波対策や総合耐震に係る新たな知見を加え、和田章委員長（東京工業大学名誉教授）並

びに各分野の第一線の専門委員で構成する「官庁施設の総合耐震・対津波計画基準の解説改訂検討委員会」を設

置し、ご議論、ご指導を賜るとともに、資料編の充実も図り『(平成25年制定) 官庁施設の総合耐震・対津波計画基

準及び同解説 令和3年版』として、25年ぶりに編集・発行いたしました。 

「官庁施設の総合耐震・対津波計画基準」は、国家機関の建築物に必要とされる性能の確保を目的として制定され

たものですが、本書は地方公共団体等の公共建築物、公共性の高い民間の建築物、防災拠点等となる建築物にお

いても活用できる内容となっていることから、公共建築物を始めとする建築物の安全性能、防災性能の向上が図ら

れることを目的として、国、地方公共団体その他の公共建築担当者を対象として、本図書について十分理解を深め

ていただけるよう、講習会を開催することといたしました。関係各位の皆様方、多数ご参加くださいますようご

案内申しあげます。 

 

1．主 催      一般社団法人 公共建築協会 

 

２．後 援      国土交通省 

 

３．協 賛  

（一社)日本建設業連合会、(一社)全国建設業協会、(一社)日本建設業経営協会、 

(一社)全国中小建設業協会、(公社)日本建築士会連合会、(一社)日本建築士事務所協会連合会、 

(公社)日本建築家協会、 (一社)日本建築構造技術者協会、(一社)日本免震構造協会、 

(一社)日本電設工業協会、(一社)建設電気技術協会、(一社)日本設備設計事務所協会連合会、 

(一社)建築設備技術者協会、全日本電気工事業工業組合連合会、 

(一社)日本空調衛生工事業協会、全国管工事業協同組合連合会 

 

４．開 催 日 時      令和３年５月２０日（木）  １３：００～１６：５０  （受付 １２：３０～） 

 

５．会 場      愛知県産業労働センター（ウィンクあいち） 9階 ９０１室   定 員 ８０ 名 

                     〒450-0002  愛知県名古屋市中村区名駅4丁目4-38 

 

６．時 間 割       １３：００～１３：１５   あいさつ 

            【 映 像 視 聴 】 

１３：１５～１３：３５   基調講演 

１３：４０～１５：４０   第 1編 ～ 第３編 及び関連する参考資料 

                     < 休   憩 > 

１５：５０～１６：５０   第 2編 及び関連する参考資料 



 

７．講 師    和田 章 東京工業大学名誉教授  （基調講演） 

一般社団法人 公共建築協会 

 

８．参 加 費    講習会受講後 1 ヶ月以内 のお振込みをお願いいたします。 （ 後 納 ） 

※新型コロナウイルス感染拡大予防のため、当日の現金取扱いは行いません。 

 

区  分 
受講料・テキスト 

(消費税を含む) 

受講料・テキスト・図書共 

(消費税を含む) 

公共建築協会正会員及び賛助会員、

国・地方公共団体・政府関係機関の

職員、協賛団体の会員 

７，０００円 １４,０００円 

上記以外の方 １０，０００円 １７，０００円 

 

★受講料・テキストをお申し込みのお客様は、図書の貸し出し及び当日の販売はございませんので 

講習会使用図書を忘れずにご持参ください。 

 

９．テ キ ス ト   講習会説明資料 

 

１０．図 書   国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 

(講習会にて使用)  『（平成25年制定）官庁施設の総合耐震・対津波計画基準及び同解説 令和3年版』 

                                       定価 ７，７００円 (本体７，０００円+税) 

 

１１．申 込 先   一般社団法人 公共建築協会  中部地区事務局 

お申し込み先 ： FAX：０５２-２４１-６１５２                      

お問合せ先  ： TEL：０５２-２４３-０７８９ 

 

１２．申 込 方 法  ・お申し込みは 令和3年5月 1１日 （午前） までにお願いいたします。  

折り返しお申込者様あてに確認用 仮 の受講票、請求書等をＦＡＸ送信いたします。 

（一週間以内に届かない場合は申込先にお問い合わせください。） 

    及 び     ご確認終了後、正式な受講票・請求書等 を、ご郵送いたします。 

            ★郵送にて届きました受講票は受講日当日必ずご持参ください。 

             受付時に 当日使用テキスト等 お渡しの際に必要となります。 

・当日、受講票回収させていただきます。必要な方は、予めコピーをお取りください。 

受講票の発行  ・参加費は講習会終了後の後納で 1ヶ月以内に銀行振込 にてお願いいたします。 

（振込手数料は別途ご負担くださいますようお願いいたします。） 

※定員に達し次第締切らせていただきます。  

１3．そ の 他 

①新型コロナウイルス感染状況により中止又は延期となる場合がございます。 

②当日受講者の変更は差し支えありません。≪事前に FAXにて必ずご連絡お願い致します。≫ 

③振込みの控えをもちまして、領収書にかえさせていただきます。 

④当日欠席の場合、必ず右記の携帯にご連絡ください。   ≪当日連絡先≫ 080-2666-0899 

    注 意       欠席の場合、講習会説明資料の送付はいたしません。 



⑤（一社）公共建築協会HP掲載 【「緊急事態宣言」の解除に伴う当協会主催の講習会の実施について】

を必ずご一読ください。  

     「https://www.pbaweb.jp/associate/news/covid-19_taiou_20210119/」  

⑥発熱等風邪症状がある場合はご受講を控えてください。 

⑦受付時に検温をさせていただきます。（３７.５°以上ある方はご受講をお断りいたします。） 

⑧ご受講にあたっては、マスク着用をお願いいたします。（マスクはご自身でご用意願います。） 

⑨ご自身の飲食物等のごみは、感染防止のためご自身でお持ち帰りくださるようお願いいたします。 

⑩講習会の前後における公共交通機関、飲食店等の利用に際しても三密の回避にご留意くださるよう 

お願いします。 

⑪ご受講される前に、お手持ちのスマートフォン等に厚生労働省が配信している新型コロナウイルス接触

確認 

アプリ（COCOA)のインストールをお願いいたします。 

「https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000647648.pdf」 

 

【 交 通 】 

       ＪＲ 名古屋駅（桜通口） から 

      ミッドランドスクエア 方面   徒歩約５分 

       ユニモール地下街  ５番出口  徒歩約５分 

 

            ※駐車場がございませんので、公共交通機関でお越しください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

本講習会は、「建築 CPD情報提供制度」の特別認定講習会として認定されたプログラムです。 

また、国土交通省後援講習会として「営繕業務関係特別認定講習会」(ポイント加算対象) 

認定講習会です。 

なお、講習会当日受講者の確認を行いますので、本人のご確認ができる顔写真付きの

証明書 （運転免許証、建築士免許証明書、社員証等） をご持参ください。 

※顔写真付き本人確認証明書がない方は、登録できませんのでご了承ください。 

 

https://www.pbaweb.jp/associate/news/covid-19_taiou_20210119/
https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000647648.pdf


 

  
  『(平成 25年制定) 官庁施設の総合耐震・対津波計画基準及び同解説 令和3年版』      

講習会申込書 

会 社・団体名等 
※必須 

（フリガナ） 

 電話番号 
※必須  

 

ご担当者所属部署 
※必須 

 

 
FAX番号 
※必須 

 

ご担当者氏名 
※必須 

（フリガナ） 

 
E-mail： 

住  所 
※必須 

〒   －      

 

貴法人所属 

協会正会員氏名 

（フリガナ） 

 協 会 賛 助   

会員の有無 
賛助会員 ・ 否 

貴法人所属講習会 

協賛団体等名称 

 

 

【通信欄】     請求書等の宛名・日付等、必要希望事項をご記入の上 FAXの送信をお願いいたします。    

                お手数ですが…お振込予定日（受講後1ヶ月以内）のご記入もよろしくお願いいたします。 

 

 

 

 

◆所要事項に記入し、必要に応じて□欄にチェックをつけお申し込みください。 

受講者氏名 開催地 申込区分 受講者種別 金 額(消費税込) 支払方法 
（フリガナ） 

 名古屋 
□テキスト共 

□受講のみ 

□国、地方公共団体、政府関係機

関、協賛団体会員等 

□その他 

      

 

円 

受講後  

銀行振込 

（フリガナ） 

 

 
名古屋 

□テキスト共 

□受講のみ 

□国、地方公共団体、政府関係機
関、協賛団体会員等 

□その他 

 

 

円 

受講後 

銀行振込 

（フリガナ） 

 名古屋 
□テキスト共 

□受講のみ 

□国、地方公共団体、政府関係機
関、協賛団体会員等 

□その他 

 

 

円 

受講後 

銀行振込 

（フリガナ） 

 
名古屋 

□テキスト共 

□受講のみ 

□国、地方公共団体、政府関係機
関、協賛団体会員等 

□その他 

 

 

円 

受講後 

銀行振込 

◆申し訳ございませんが、振込料は別途ご負担下さいま

すようお願い申し上げます。  
 

 

合 計 

 

 

 

円 

 

★ 振 込 予 定 日 ★                  

令和3年    月    日 頃          

 
 

地区 開催地 開 催 日 会 場 名 備考 

中部 名古屋 ５月２０日 （木） 
愛知県産業労働センター 

（ウィンクあいち） 
名古屋市中村区名駅4 丁目４－３８ 

必要事項を記入の上、FAX にて申込ください。 

お申し込み：FAX ０５２-２４１-６１５２ 

お問合せ：TEL０５２-２４３-０７８９ 

 

※本申込書に記載された個人情報は本講習実施のための必要書類の作成等及び当協会の刊行物、講習会案内等に使用しますが、それ以外の目的には

使用いたしません。なお、個人情報の取扱いについては当協会規則に則り、厳正に管理いたします。 


